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１ 放射性廃棄物の廃棄の状況 

（１）気体状の放射性廃棄物に含まれる放射性物質の放出量及び濃度 

① 放射性物質の種類別の年間放出量 

（単位：Bq） 

種 類 

測定の箇所等 
全希ガス 131Ｉ 133Ｉ 全粒子状物質 3Ｈ 

排
気
監
視
設
備 

排
気
口
又
は 

５,６号炉共用排気筒 ＮＤ ＮＤ ＮＤ ＮＤ 4.3×1010 

焼却炉建屋排気筒 － ＮＤ ＮＤ ＮＤ ＮＤ 

大型機器除染設備排気口注－2 

及び 

汚染拡大防止ハウス排気口 

－ － － 4.4×104 － 

使用済燃料共用プール排気口 ＮＤ ＮＤ ＮＤ ＮＤ 6.9×109 

増設焼却炉建屋排気筒 － ＮＤ ＮＤ ＮＤ ＮＤ 

油処理装置排気口注－３ － － － 1.3×103 9.3×105 

分析・研究施設第１棟排気口 － － － ＮＤ － 

固体廃棄物貯蔵庫第９棟排気口 － － － ＮＤ － 

合計注－１ 
ＮＤ ＮＤ ＮＤ 4.5×104 5.0×1010 

年間放出管理目標値 2.8×1015 1.4×1011 － － － 

放射性気体廃棄物の放出放射能（Bq）は，排気中の放射性物質の濃度（Bq/cm3）に排気量（cm3）を乗

じて求めている。 

なお，放出放射能濃度が検出限界未満の場合は NDと表示。検出限界濃度は以下のとおり。 

     全希ガス：2×10-2（Bq/cm3）以下，131I：7×10-9（Bq/cm3）以下， 
133I：7×10-8（Bq/cm3）以下，全粒子状物質：4×10-9（Bq/cm3）以下（137Cs で代表した） 

   3H：4×10-5（Bq/cm3）以下 

注－１：排気筒別内訳に示す排気筒の合計を示す。 

    なお，その他東日本大震災の影響により排気口又は排気監視設備で測定できない箇所につ

いては，各号炉からの追加的放出量を測定し，１～４号炉の放出量の合計は，年間約 10億

Bq 未満と評価している。 

注－２：大型機器除染設備排気口から以下の期間で粒子状物質放出あり。 

2022 年 7月 13 日から 2022 年 7月 20 日において平均で 2.4×10-9（Bq/cm3）で放出あり。 

2022 年 8月 17 日から 2022 年 8月 24 日において平均で 2.0×10-9（Bq/cm3）で放出あり。 

          2022 年 8 月 24 日から 2022 年 8月 31 日において平均で 5.9×10-9（Bq/cm3）で放出あり。 

          2022 年 8 月 31 日から 2022 年 9月 5日において平均で 1.8×10-9（Bq/cm3）で放出あり。 

          2022 年 9 月 13 日から 2022 年 9月 20 日において平均で 1.1×10-9（Bq/cm3）で放出あり。 

          2022 年 10 月 3 日から 2022 年 10 月 12 日において平均で 1.6×10-9（Bq/cm3）で放出あり。 

          2022 年 10 月 12 日から 2022 年 10 月 19 日において平均で 1.4×10-9（Bq/cm3）で放出あり。 

          2022 年 11 月 1 日から 2022 年 11 月 8日において平均で 1.1×10-9（Bq/cm3）で放出あり。 

          2023 年 1 月 23 日から 2023 年 2月 1日において平均で 1.9×10-9（Bq/cm3）で放出あり。 

         2023 年 3月 1日から 2023 年 3 月 7 日において平均で 7.2×10-9（Bq/cm3）で放出あり。 

注－３：油処理装置排気口から以下の期間で粒子状物質放出あり。 

2022 年 6月 24 日において平均で 5.9×10-9（Bq/cm3）で放出あり。 

2022 年 7月 14 日において平均で 1.6×10-8（Bq/cm3）で放出あり。 
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          2022 年 11 月 22 日から 2022 年 11 月 30 日において平均で 1.2×10-8（Bq/cm3）で放出あり。 

          2023 年 1 月 17 日において平均で 3.9×10-8（Bq/cm3）で放出あり。 

          2023 年 2 月 1日から 2023 年 2 月 10 日において平均で 5.1×10-8（Bq/cm3）で放出あり。 

          2023 年 2 月 16 日から 2023 年 2月 17 日において平均で 3.9×10-8（Bq/cm3）で放出あり。 
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② 放射性物質の濃度の３月間についての平均値及び最高値 

                               （単位：Bq/cm3）   
 

濃 度注-１ 

 

 

 

測定の箇所 平均値 最高値 平均値 最高値 

排
気
監
視
設
備 

排
気
口
又
は

 

５，６号炉共用排気筒 ＮＤ ＮＤ ＮＤ ＮＤ 

焼却炉建屋排気筒 ＮＤ ＮＤ ＮＤ ＮＤ 

大型機器除染設備排気口 

及び 

汚染拡大防止ハウス排気口 

3.5×10-10 1.6×10-9 5.2×10-10 7.2×10-9 

使用済燃料共用プール排気口 ＮＤ ＮＤ ＮＤ ＮＤ 

増設焼却炉建屋排気筒 ＮＤ ＮＤ ＮＤ ＮＤ 

油処理装置排気口 1.4×10-10 1.1×10-8 4.7×10-8 2.4×10-8 

分析・研究施設第１棟排気口 ＮＤ ＮＤ ＮＤ ＮＤ 

固体廃棄物貯蔵庫第９棟排気口 ― ― ＮＤ ＮＤ 

 

注-１：放出放射能濃度が検出限界未満の場合は ND と表示。 

注-２：５，６号炉共用排気筒における濃度は，希ガス濃度である。 

同排気筒における濃度の検出限界濃度は，2×10-2Bq/cm3 以下である。 

注-３：焼却炉建屋排気筒，大型機器除染設備排気口及び汚染拡大防止ハウス排気口，使用

済燃料共用プール排気口，増設焼却炉建屋排気筒，油処理装置排気口，分析・研究

施設第１棟排気口，固体廃棄物貯蔵庫第９棟排気口における濃度は，粒子状放射性

物質濃度である。 

同排気筒及び排気口における濃度の検出限界濃度は，4×10-9（Bq/cm3）以下（ 137Cs

で代表）である。 

注-４：大型機器除染設備排気口から以下の期間で粒子状物質放出あり。 

2022 年 10 月 3 日から 2022 年 10 月 12 日において平均で 1.6×10-9（Bq/cm3）で放出あり。 

          2022 年 10 月 12 日から 2022 年 10 月 19 日において平均で 1.4×10-9（Bq/cm3）で放出あり。 

          2022 年 11 月 1 日から 2022 年 11 月 8日において平均で 1.1×10-9（Bq/cm3）で放出あり。 

          2023 年 1 月 23 日から 2023 年 2月 1日において平均で 1.9×10-9（Bq/cm3）で放出あり。 

          2023 年 3 月 1日から 2023 年 3 月 7 日において平均で 7.2×10-9（Bq/cm3）で放出あり。 

注-５：油処理装置排気口から以下の期間で粒子状物質放出あり。 

2022 年 11 月 22 日から 2022 年 11 月 30 日において平均で 1.2×10-8（Bq/cm3）で放出あり。 

          2023 年 1 月 17 日において平均で 3.9×10-8（Bq/cm3）で放出あり。 

          2023 年 2 月 1日から 2023 年 2 月 10 日において平均で 5.1×10-8（Bq/cm3）で放出あり。 

          2023 年 2 月 16 日から 2023 年 2月 17 日において平均で 3.9×10-8（Bq/cm3）で放出あり。 

注-６：固体廃棄物貯蔵庫第 9 棟排気口は，2023 年 2 月より放出管理を開始した。 

 

 

 

注-2 

前半の３月間 

（１０月～１２月） 

注-3 

後半の３月間 

（１月～３月）  

注-3 

注-4 

注-3 

注-5 

注-3 

注-3 

注-3 

注-3 

注-6 
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③ 排気口以外の箇所における放射性物質の濃度の３月間についての平均値及び最高値（特定原

子力施設に限る。） 

（単位：Bq/cm3） 

 

濃 度※1 

 

 

 

測定の箇所 平均値 最高値 平均値 最高値 

１号炉 

１号炉原子炉建屋上部 3.3×10-7 未満 5.4×10-7 未満 4.7×10-7 未満 9.2×10-7 未満 

１号炉格納容器 

ガス管理設備出口 
1.8×10-6 未満 1.8×10-6 未満 2.0×10-6 未満 2.3×10-6 未満 

２号炉 

２号炉原子炉建屋 

オペレーティングフロア 

及び燃料取り出し用構台 

換気設備出口 

2.3×10-7 未満 2.6×10-7 未満 2.6×10-7 未満 3.1×10-7 未満 

２号炉格納容器 

ガス管理設備出口 
9.6×10-7 未満 2.3×10-6 未満 2.9×10-7 未満 3.3×10-7 未満 

３号炉 

３号炉原子炉建屋上部 7.2×10-6 未満 1.6×10-5 未満 4.0×10-6 未満 8.0×10-6 未満 

３号炉燃料取出し用 

カバー換気設備出口 
1.6×10-7 未満 1.8×10-7 未満 1.6×10-7 未満 1.9×10-7 未満 

３号炉格納容器 

ガス管理設備出口 
3.9×10-6 未満 1.3×10-5 未満 1.3×10-5 未満 6.2×10-5 未満 

４号炉 
４号炉燃料取出し用 

カバー換気設備出口 
1.4×10-8 未満 1.5×10-8 未満 1.7×10-8 未満 2.1×10-8 未満 

※１ 放出放射能濃度が検出限界未満の場合は NDと表示。 

※２ 評価対象核種は 134Cs と 137Cs としており，その合計値を記載している。検出限界未満の場合

は検出限界濃度を合計している。 

※３ ２号炉原子炉建屋燃料取り出し用構台換気設備については，運用開始前である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前半の３月間 

（１０月～１２月） 

後半の３月間 

（１月～３月）  

※３ 
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（２）液体状の放射性廃棄物に含まれる放射性物質の放出量及び濃度 

① 放射性物質の種類別の年間放出量 

（単位：Bq） 

          種 類 

測定の箇所等 

全核種 核  種  別 

(3H を除く) 51Cr 54Mn 59Fe 58Co 60Co 131I 134Cs 

排
水
監
視
設
備 

排
水
口
又
は 

５号炉排水口 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 

６号炉排水口 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 

合計 
放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 

年間放出管理目標値 7.4×1010 ― ― ― ― ― ― ― 

 

（続き） 

         種 類 

 

測定の箇所等 

核  種  別 

3H 
137Cs 89Sr 90Sr 

アルファ線を放出 

する放射性物質 

ベータ線を放出す 

る放射性物質 

排
水
監
視
設
備 

排
水
口
又
は 

５号炉排水口 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 

６号炉排水口 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 

合計 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 

年間放出管理目標値 ― ― ― ― ― ― 

なお，放出放射能濃度が検出限界未満の場合は NDと表示。 

 

 

 

② 放射性物質の濃度の３月間についての平均値及び最高値 
  

                         （単位：Bq/cm3）   

   
濃 度※1 

 

測定の箇所 

前半の３月間 

（１０月～１２月） 

後半の３月間 

（１月～３月） 

平均値 最高値 平均値 最高値 

排
水
監
視
設
備 

排
水
口
又
は 

５号 炉 排 水 口  放出実績なし  放出実績なし  放出実績なし  放出実績なし  

６号 炉 排 水 口  放出実績なし  放出実績なし  放出実績なし  放出実績なし  

※1 放出放射能濃度が検出限界未満の場合は ND と表示。 
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③ 排水口以外の箇所における放射性物質の種類別の年間放出量（特定原子力施設に限

る。） 

（単位：Bq） 

種 類 

測定の箇所 

核種別  

134Cs 137Cs 90Sr 3H 

地下水バイパス設備により汲み上

げた地下水 
ＮＤ ＮＤ ＮＤ 6.0×109 注-1 

サブドレン他浄化設備の処理済水 ＮＤ ＮＤ 3.6×105 1.7×1011 注-2 

５・６号機滞留水の処理済水 ＮＤ 9.0×105 3.7×106 4.8×109 注-3 

堰内雨水 ＮＤ 2.2×107 2.0×107 6.2×107 注-4 

排水または散水放射能量（Bq）は，排水または散水中の放射性物質の濃度（Bq/cm3）［排水または散

水前のタンクの分析結果］に排水または散水量（cm3）を乗じて求めている。なお，放射性物質の濃度

が検出限界未満の場合は ND と表示。 
90Sr は，90Sr または全βでの評価値である。 

(90Sr を分析した場合，分析の値を 1.1 倍した評価値を記載している。) 

各測定箇所における検出限界濃度（ND）ならびに年間の排水または散水総量（m3）は以下のとおり。 

注－１：134Cs と 137Cs の検出限界濃度（ND）は，1.0×10-3（Bq/cm3）未満である。 

全βの検出限界濃度（ND）は，5.0×10-3（Bq/cm3）未満または 1.0×10-3（Bq/cm3）未

満(10 日に 1 回程度)である。 

年間の排水量は，93,828（m3）である。 

注－２：134Cs と 137Cs の検出限界濃度（ND）は，1.0×10-3（Bq/cm3）未満である。 

全βの検出限界濃度（ND）は，3.0×10-3（Bq/cm3）未満または 1.0×10-3（Bq/cm3）未

満(10 日に 1 回程度)である。 

年間の排水量は，220,581（m3）である。 

注－３：134Cs の検出限界濃度（ND）は，1.0×10-3（Bq/cm3）未満である。 

年間の散水量は，29,894（m3）である。 

注－４：134Cs の検出限界濃度（ND）は，1.0×10-3（Bq/cm3）未満である。 

年間の散水量は，47,759（m3）である。 
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④ 排水口以外の箇所における放射性物質の種類別の濃度の３月間についての平均値及び最高値

（特定原子力施設に限る。） 

（単位：Bq/cm3） 

測定の箇所 種類別 

前半の３月間 

（１０月～１２月） 

後半の３月間 

（１月～３月） 

平均値 最高値 平均値 最高値 

地下水バイパス設備に

より汲み上げた地下水 

134Cs ＮＤ ＮＤ ＮＤ ＮＤ 

137Cs ＮＤ ＮＤ ＮＤ ＮＤ 

90Sr ＮＤ ＮＤ ＮＤ ＮＤ 

3H 5.9×10-2 8.3×10-2 5.2×10-2 6.2×10-2 

サブドレン他浄化設備

の処理済水 

134Cs ＮＤ ＮＤ ＮＤ ＮＤ 

137Cs ＮＤ ＮＤ ＮＤ ＮＤ 

90Sr ＮＤ ＮＤ ＮＤ ＮＤ 

3H   7.4×10-1 9.6×10-1 8.6×10-1 1.0×100 

５・６号機滞留水の処理

済水 

134Cs ＮＤ ＮＤ ＮＤ ＮＤ 

137Cs ＮＤ ＮＤ ＮＤ ＮＤ 

90Sr ＮＤ ＮＤ ＮＤ ＮＤ 

3H 1.1×10-1 6.3×10-1 ＮＤ ＮＤ 

堰内雨水 

134Cs ＮＤ ＮＤ ＮＤ ＮＤ 

137Cs 7.7×10-4 2.3×10-3 8.0×10-4 2.0×10-3 

90Sr 4.1×10-4 3.4×10-3 7.4×10-4 1.9×10-3 

3H ＮＤ ＮＤ ＮＤ ＮＤ 

注－１：放出放射能濃度が検出限界未満の場合は ND と表示。 

注－２：検出限界濃度（ND）は，1.0×10-3（Bq/cm3）未満である。 

注－３：検出限界濃度（ND）は，5.0×10-3（Bq/cm3）未満または 1.0×10-3（Bq/cm3）未満（10 日に 1回

程度）である。 

注－４：90Sr または全βでの評価値である。90Sr を分析した場合，分析値を 1.1 倍した評価値を記載し

ている。 

注－５：検出限界濃度（ND）は，3.0×10-3（Bq/cm3）未満または 1.0×10-3（Bq/cm3）未満（10 日に 1回

程度）である。 

注－６：検出限界濃度（ND）は，2.0×10-1（Bq/cm3）未満である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注-1,2 

注-1,2 

注-1,2 

注-1,2 

注-1,2 

注-1,2 

注-1,3,4 

注-1,4,5 

注-4 

注-1,2 

注-1,6 

注-1,6 

注-1,2,4 
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（３）固体状の放射性廃棄物の保管量等 

① 固体廃棄物貯蔵庫内の保管量等 

放射性廃棄物の種類 

 

 量 

ドラム缶 その他 
合計 

（本相当） 

 

均質固化体 

（本） 

充填固化体 

（本） 

雑固体 

（本）    （本相当） 

備考 

前年度末保管量 14,947 2,925 160,534 10,155 188,561 
当該年度の発生量

は，雑固体廃棄物焼

却設備，増設雑固体

廃棄物焼却設備で焼

却処理した焼却灰，

およびフランジタン

ク解体片除染で発生

したブラスト材等で

ある。 

当該年度の発生量 0 0 504 1,200 1,704 

当該年度の減少量 0 0 0 0 0 

 施設内減量 0 0 0 0 0 

 施設外減量 0 0 0 0 0 

当該年度末保管量 14,947 2,925 161,038 11,355 190,265 

貯蔵設備容量 312,000 本相当 

注：固体廃棄物貯蔵庫の震災前の保管量は平成 23年 3月 10 日現在の保管量（推定値）とする。 

  貯蔵設備容量については第１棟～第８棟，及び第９棟地上２階の合計容量。（第９棟地下１，

２階，地上１階は瓦礫類の保管容量に加えている。） 

 

② その他の設備内の保管量等 

放射性廃棄物の種類 

 

 

 

量 

使用済燃料プール及びサイトバンカ タンク等 備考 

制御棒 チャンネル 

ボックス 

ポイズン 

カーテン 

燃料支持金具 

 

 

（本） 

中性子 

検出器 

 

その他※1 イオン 

交換樹脂 

造粒 

固化体 

当該年度の発生

量は，3 号機制

御棒，Sb 浄化装

置使用済みフィ

ルタ（0.42m３）

である。 

 （本） （本） （本） （本） （㎥） （㎥） （㎥） 

前年度末保管量 1,448 20,357 173 57 1,512 193 2,398 1,148 

当該年度の発生量 2 0 0 0 0 0 1 0 

当該年度の減少量 0 0 0 0 0 0 0 0 

 施設内減量 0 0 0 0 0 0 0 0 

 施設外減量 0 0 0 0 0 0 0 0 

当該年度末保管量 1,450 20,150※2 173 57 1.512 193 2,400※3 1,148 

※１：1m３未満を四捨五入。 

※２：共用プールにて保管しているチャンネルボックス（燃料付）207 体をキャスク仮保管設備へ

移動。 

※３：四捨五入して整数表示にしているため「前年度末保管量」に「当該年度の発生量」を足して

も合わない場合がある。 

 

③ 廃棄物埋設施設への年間搬出量 

（単位：体） 

 均質固化体 充填固化体 合計 搬出先 

搬 出 量 - - - - 

累積搬出量 59,694 31,704 91,398  

注：震災以降，固型化設備等は有していない。 
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④ 特定原子力施設における放射性廃棄物の保管状況 

（単位：ｍ３） 
種 類 瓦礫類 

保管場所 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｆ１ Ｆ２ Ｊ Ｎ Ｏ 

保管方法 屋外集積 屋外集積 屋外集積  屋外集積  屋外集積 屋外集積  屋外集積  屋外集積  屋外集積  

前年度末保管量 0 5,300 66,600 2,600 300 6,400 6,200 9,600 44,000 

当該年度の発生量 2,200 0 0 0 300 0 0 0 0 

当該年度の減少量 0 0 0 0 0 1,200 0 0 0 

当該年度末保管量 2,200 5,300 66,600 2,600 600 5,200 6,200 9,600 44,000 

保管容量 13,800 5,300 67,000 2,700 650 6,400 6,300 9,700 44,100 

注：当該年度の発生量，及び減少量は，前年度末保管量との差として集計。                                   

（単位：ｍ３） 
種 類 瓦礫類 

保管場所 Ｐ１ Ｕ Ｖ ＡＡ ＢＢ ＣＣ ＤＤ１ ＤＤ２ ＥＥ１ 

保管方法 屋外集積  屋外集積  屋外集積 屋外集積 屋外集積  屋外集積  屋外集積  屋外集積  屋外集積  
前年度末保管量 61,900 700 6,000 21,100 0 0 0 0 0 

当該年度の発生量 0 0 0 2,500 44,500 11,600 0 0 0 

当該年度の減少量 3,600 0 0 0 0 0 0 0 0 

当該年度末保管量 58,300 700 6,000 23,600 44,500 11,600 0 0 0 

保管容量 62,700 750 6,000 58,000 44,790 18,840 4,050 6,750 8,550 

注：当該年度の発生量，及び減少量は，前年度末保管量との差として集計。 

（単位：ｍ３） 
種 類 瓦礫類 

保管場所 ＥＥ２ d e ｋ ｌ Ｅ１ Ｐ２ Ｗ Ｘ 

保管方法 屋外集積  屋外集積 屋外集積 屋外集積  屋外集積  シート 

養生 

シート 

養生 

シート 

養生 

シート 

養生 

前年度末保管量 0 1,200 3,400 0 0 14,700 5,900 10,500 7,900 

当該年度の発生量 0 0 2,800 0 0 0 200 0 0 

当該年度の減少量 0 0 0 0 0 800 0 1,500 0 

当該年度末保管量 0 1,200 6,200 0 0 13,900 6,100 9,000 7,900 

保管容量 6,300 1,890 6,660 9,450 7,200 16,000 6,700 11,600 7,900 

注：当該年度の発生量，及び減少量は，前年度末保管量との差として集計。 

（単位：ｍ３） 
種 類 瓦礫類 

保管場所 ｍ ｎ Ｅ２ Ｌ 
固体廃棄物貯蔵庫 

（2 棟,3～8 棟,9 棟）  

保管方法 
シート 

養生 

シート 

養生 
容器 覆土式一時保管施設 容器 

前年度末保管量 2,600 2,100 600 16,000 27,600 

当該年度の発生量 400 5,500 0 0 2,200 

当該年度の減少量 0 0 200 0 0 

当該年度末保管量 3,000 7,600 400 16,000 29,800 

保管容量 4,380 8,720 1,200 16,000 64,100 

注：当該年度の発生量，及び減少量は，前年度末保管量との差として集計。 

（単位：ｍ３） 
種 類 伐採木 

使用済保護衣 
保管場所 Ｇ Ｈ Ｍ Ｖ Ｔ 

保管方法 屋外集積 一時保管槽  屋外集積  屋外集積  屋外集積 一時保管槽  屋外集積  

前年度末保管量 31,200 26,200 31,700 38,700 900 11,100 29,000 

当該年度の発生量 0 0 0 0 1,400 0 0 

当該年度の減少量 9,400 0 500 12,600 0 0 13,200 

当該年度末保管量 21,800 26,200 31,200 26,100 2,300 11,100 15,800 

保管容量 40,000 29,700 43,000 45,000 6,000 11,900 51,500 

注：当該年度の発生量，及び減少量は，前年度末保管量との差として集計。   
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（単位：本） 

種 類 
水処理二次廃棄物 

セシウム吸着装置 

使用済ベッセル 

モバイル式処理装置等 

使用済ベッセル及びフィルタ類 

多核種除去設備等 

保管容器 

保管場所 
使用済吸着塔 

保管施設 

使用済吸着塔 

保管施設 

使用済吸着塔 

保管施設 

保管方法 容器 容器  容器  
前年度末保管量 779 199 3,974 

当該年度の発生量 0 9 187 

当該年度の減少量 0 0 0 

当該年度末保管量 779 208 4,161 

保管容量 1,532 4,192 

                    

 （単位：本）  （単位：ｍ３） 

種 類 
水処理二次廃棄物 

ＲＯ濃縮水処理設

備使用済ベッセル 

第二・第三セシウム吸

着装置使用済ベッセル 

多 核 種 除 去 設 備

等処理カラム 

高性能多核種除去設備 

使用済ベッセル 
廃スラッジ 濃縮廃液 

保管場所 
使用済吸着塔 

保管施設 

使用済吸着塔 

保管施設 

使用済吸着塔 

保管施設 

使用済吸着塔 

保管施設 

廃スラッジ 

貯蔵施設 

濃縮廃液

タンク 

保管方法 容器  容器  容器 容器  貯槽  タンク  
前年度末保管量 21 260 17 84 471.7 9,245 

当該年度の発生量 0 14 0 6 1.8 注  75 

当該年度の減少量 0 0 0 0 0 0 

当該年度末保管量 21 274 17 90 473.5 9,320 

保管容量 584 1,420 10,300 

注：上澄み水貯蔵量の変動のみ。 

 

⑤ 特定原子力施設における滞留水等の貯蔵状況 

ⅰ 建屋内滞留水貯蔵量注－１ 

（単位：ｍ３） 

 原子炉建屋及びこれに隣接する建屋 その他 

１号炉 ２号炉 ３号炉 ４号炉 プロセス主建屋 高温焼却炉建屋 

貯蔵量 約  890 約  1,130 約  1,200 約  10 約  5,840 約  2,310 

 

ⅱ タンク貯蔵量注－１，注－２ 

（単位：ｍ３） 

種 別 濃縮塩水 淡水 
処理水 
注－８ 

Ｓｒ処理水 
廃液供給 

タンク 

ＳＰＴ

（Ｂ） 

Ｆエリア 

タンク 

増減量注－３，注－４ 0 -2,523 37,400 -2,378 310 -416 -3,692 

貯蔵量注－５ 100 3,914 1,319,210 8,834 769 669 9,690 

貯蔵容量注－６，注－７ 1,000 12,000 1,345,500 27,600 1,200 3,100 19,729 

（続き） 

種 別 
ＳＰＴ

（Ａ） 

１号 

ＣＳＴ 

２号 

ＣＳＴ 

３号 

ＣＳＴ 

バッファ 

タンク 

増減量注－３，注－４ － － － － － 

貯蔵量注－５ 646 715 1,898 1,937 636 

貯蔵容量注－６，注－７ 3,100 1,600 2,200 2,200 700 

注－１：令和５年４月１３日現在（F エリアタンクを除く） 

注－２：令和５年３月３１日現在（F エリアタンク） 

注－３：令和４年４月１４日と令和５年４月１３日現在との比較増減量（Fエリアタンクを除く） 

注－４：令和４年３月３１日と令和５年３月３１日現在との比較量増減量（Fエリアタンク） 

注－５：水移送中の水位は静定しないため参考値扱い 

注－６：運用上の上限値 

注－７：地下貯水槽を含まない 

注－８：ＡＬＰＳ処理水及び処理途上水の合計量 
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２ 使用済燃料の貯蔵量等 

（単位：体） 

貯蔵施設の名称 使用済燃料貯蔵槽 乾式キャスク 

使用済燃料の種類 ウラン酸化物 混合酸化物 ウラン酸化物 混合酸化物 

前年度末貯蔵量 10,304 0 2,033 0 

当該年度の発生量 -207 0 207 0 

当該年度の搬出量 0 0 0 0 

搬出先の名称 - - - - 

当該年度末貯蔵量 10,097 0 2,240 0 

貯蔵施設容量 15,044 2,240 

 
 

 

 

３ 放射線業務従事者の線量分布 

（１） 放射線業務従事者の１年間の線量分布 

線 量 線 量 分 布 (人) 

         

 0.1mSv 以下  0.1mSv を超え 1mSv を超え 2mSv を超え 5mSv を超え 10mSv を超え 15mSv を超え 20mSv を超え 

放射線  1mSv 以下 2mSv 以下 5mSv 以下 10mSv 以下 15mSv 以下 20mSv 以下 25mSv 以下 

業務従事者         

職 員 769 362 119 106 50 6 0 0 

その他 3,921 2,046 963 1,298 966 492 216 0 

合 計 4,690 2,408 1,082 1,404 1,016 498 216 0 

 

（続き） 

線 量 線 量 分 布 (人) 

        

 25mSv を超え 30mSv を超え 35mSv を超え 40mSv を超え 45mSv を超え 50mSv を 合計 

放射線 30mSv 以下 35mSv 以下 40mSv 以下 45mSv 以下 50mSv 以下 超えるもの  

業務従事者        

職 員 0 0 0 0 0 0 1,412 

その他 0 0 0 0 0 0 9,902 

合 計 0 0 0 0 0 0 11,314 

 

（続き） 

線 量    

 総線量 平均線量 最大線量 

放射線 (人・Sv) (mSv) (mSv) 

業務従事者    

職 員 1.13 0.8 11.84 

その他 23.29 2.4 17.60 

合 計 24.42 2.2  
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（２） 女子（妊娠不能と診断された者及び妊娠の意思のない旨を発電用原子炉設置者に書面で申し

出た者を除く。）の放射線業務従事者の３月間の線量分布 

   線 量 線 量 分 布  (人) 

総線量 

(人・Sv) 
平均線量 

(mSv) 
最大線量 

(mSv) 
放射線 

業務従事者 

0.1mSv 以下 0.1mSv を超え 

1mSv 以下 

1mSv を超え 

2mSv 以下 

2mSv を超え 

5mSv 以下 

5mSv を 

超えるもの 

合計 

前半の 職 員 38 9 0 0 0 47 0.00 0.1 0.58 

３月間 その他 32 5 0 0 0 37 0.00 0.1 1.00 

（10 月～12 月） 合 計 70 14 0 0 0 84 0.01 0.1  

後半の 職 員 37 9 0 0 0 46 0.00 0.1 0.60 

３月間 その他 32 5 0 0 0 37 0.00 0.1 0.75 

（1 月～3月） 合 計 69 14 0 0 0 83 0.01 0.1  

 

 

４ 一般公衆の実効線量の評価 

（１）気体状の放射性廃棄物による実効線量 

 周辺監視区域外における最大線量 排気口からの方位及び距離 

放射性希ガスによる －注－１      μSv/年 方位  － 距離  － 

実効線量 線量目標値評価地点における最大線量 排気口からの方位及び距離 

 －注－１      μSv/年 方位  － 距離  － 

放射性よう素による 線量目標値評価地点における最大線量   

実効線量 －注－１      μSv/年   

注－１：敷地境界と１，２号炉共用排気筒を基準とした１６方位の各交点（陸側）のうち，１～４号

炉等からの追加的放出量による最大濃度地点の実効線量は以下の通りである。 
 

 敷地境界における最大線量 排気口からの方位及び距離 

粒子状物質による実効線量 ＜１   μＳｖ／年 方位  Ｓ 距離 1.3×100 km 

気象条件は，昭和 54 年 4月から昭和 55年 3月までの 1年間における観測データを用いた。 

計算方法を添付資料に示す。 
 

（２）液体状の放射性廃棄物による実効線量 

液体状の放射性廃棄物による実効線量 1.1×102   μSv/年 
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５ 運転時間及び熱出力 

 〔発電用原子炉の名称：福島第一原子力発電所 １号炉〕 

項 目  熱  出  力 

月 別  平   均 （ ｋ Ｗ ） 最   大 （ ｋ Ｗ ） 

 １０月   － － － 

 １１月   － － － 

 １２月   － － － 

 １ 月   － － － 

 ２ 月   － － － 

 ３ 月   － － － 

合 計   － － － 

電気事業法第９条１項の規定による電気工作物変更届出書により，平成２４年４月１９日に廃止 

 

〔発電用原子炉の名称：福島第一原子力発電所 ２号炉〕 

項 目  熱  出  力 

月 別  平   均 （ ｋ Ｗ ） 最   大 （ ｋ Ｗ ） 

 １０月   － － － 

 １１月   － － － 

 １２月   － － － 

 １ 月   － － － 

 ２ 月   － － － 

 ３ 月   － － － 

合 計   － － － 

電気事業法第９条１項の規定による電気工作物変更届出書により，平成２４年４月１９日に廃止 

 

 

 

 

 

 

 

 

運転時間（ｈ） 

運転時間（ｈ） 
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〔発電用原子炉の名称：福島第一原子力発電所 ３号炉〕 

項 目  熱  出  力 

月 別  平   均 （ ｋ Ｗ ） 最   大 （ ｋ Ｗ ） 

 １０月   － － － 

 １１月   － － － 

 １２月   － － － 

 １ 月   － － － 

 ２ 月   － － － 

 ３ 月   － － － 

合 計   － － － 

電気事業法第９条１項の規定による電気工作物変更届出書により，平成２４年４月１９日に廃止 

 

 

〔発電用原子炉の名称：福島第一原子力発電所 ４号炉〕 

項 目  熱  出  力 

月 別  平   均 （ ｋ Ｗ ） 最   大 （ ｋ Ｗ ） 

 １０月   － － － 

 １１月   － － － 

 １２月   － － － 

  １ 月   － － － 

 ２ 月   － － － 

 ３ 月   － － － 

合 計   － － － 

電気事業法第９条１項の規定による電気工作物変更届出書により，平成２４年４月１９日に廃止 

 

 

 

 

 

 

 

 

運転時間（ｈ） 

運転時間（ｈ） 
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〔発電用原子炉の名称：福島第一原子力発電所 ５号炉〕 

項 目  熱  出  力 

月 別  平   均 （ ｋ Ｗ ） 最   大 （ ｋ Ｗ ） 

 １０月   － － － 

 １１月   － － － 

 １２月   － － － 

 １ 月   － － － 

 ２ 月   － － － 

 ３ 月   － － － 

合 計   － － － 

電気事業法第９条１項の規定による電気工作物変更届出書により，平成２６年１月３１日に廃止 

 

 

〔発電用原子炉の名称：福島第一原子力発電所 ６号炉〕 

項 目  熱  出  力 

月 別  平   均 （ ｋ Ｗ ） 最   大 （ ｋ Ｗ ） 

 １０月   － － － 

 １１月   － － － 

 １２月   － － － 

 １ 月   － － － 

 ２ 月   － － － 

 ３ 月   － － － 

合 計   － － － 

電気事業法第９条１項の規定による電気工作物変更届出書により，平成２６年１月３１日に廃止 

 

 

 

 

 

 

 

  

運転時間（ｈ） 

運転時間（ｈ） 
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 （ 参 考 資 料 ） 
 

・ 排気口から放出される放射性物質（希ガス）は，評価地点までの希釈を考慮した上で

「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等

を定める告示（平成 27 年原子力規制委員会告示第 8 号）」の別表第１の第５欄に掲げ

る周辺監視区域外の濃度限度の適用を受ける。このため，周辺監視区域外の濃度につい

ては排気口出口濃度より計算して求める。 

 

・ 排気口出口濃度より計算で求めた陸側の周辺監視区域外の空気中放射性物質濃度を

参考として以下に示す。気象条件は標準気象を用いた。 

 

最大濃度地点に

おける地上濃度 

前 半 の ３ 月 間 平 均 値 

（１０月～１２月） （Bq/cm3） 

後 半 の ３ 月 間 平 均 値 

（１月～３月） （Bq/cm3） 

― ― 

 

・ 排水口から放出される放射性物質（3H を除く）は，「核原料物質又は核燃料物質の製

錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示（平成 27 年原子力規

制委員会告示第 8 号）」の別表第１の第６欄に掲げる周辺監視区域外の濃度限度の適用

を受ける。 

 

 

※敷地境界と１，２号炉共用排気筒を基準とした１６方位の各交点（陸側）のうち，１～

４号炉からの追加的放出量による最大濃度地点の地上濃度は以下の通りである。なお，対

象核種は，134Cs と 137Cs であり，合計値を記載している。 

 

16 方位の各交点

（陸側）のうち

最大濃度地点に

おける地上濃度 

前 半 の ３ 月 間 平 均 値 

（１０月～１２月）（Bq/cm3） 

後 半 の ３ 月 間 平 均 値 

（１月～３月） （Bq/cm3） 

3.6×10-12 3.7×10-12 
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実効線量の計算方法 
 
１．放射性気体廃棄物による実効線量計算 
 
（１） 放射性気体廃棄物の放出量及び計算期間 

実効線量の計算は，４月１日から翌年３月３１日までの１年間について，年度報告

書の放射性気体廃棄物の放出量の報告値（第１表）を用いて行う。 
 
（２） 放出条件 

放出形態としては，連続放出として取扱う。 
   また，保守的に地上放出を仮定するため，吹き上げ高さは考慮しない。 
 
（３） 気象条件 

実効線量計算に用いる気象条件は，昭和５４年４月から昭和５５年３月までの１年

間における風向，風速，日射量，放射収支量の観測データを統計処理して用いる。 
統計処理は，「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」に基づいて行う。 
計算に使用する気象条件を第２表に示す。 

 
（４） 実効線量の計算方法 

放射性希ガスによる実効線量及び放射性よう素による実効線量の計算は，｢発電用軽

水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針｣（以下「評価指針」という）及び

「発電用軽水型原子炉施設の安全審査における一般公衆の線量評価」に示された方法

に基づいて行う。 
外部被ばく及び吸入摂取による実効線量は，原子炉施設周辺でそれぞれ最大の被ば

くを与える地点に居住する人を対象とし，外部被ばくについては放射性雲からのγ線

による実効線量と地表に沈着した放射性物質からのγ線による実効線量を考慮する。 
 
（５） 計算地点 

計算地点は，１，２号炉共用排気筒を中心として，１６方位に分割した陸側９方位

の敷地境界外について行う。各計算地点を第１図に示す。 
１，２号炉共用排気筒から各評価地点までの距離は，第８表に示す。 

 



２．放射性液体廃棄物による実効線量計算 
 
（１） 放射性物質の放出量及び計算期間 

実効線量の計算は，４月１日から翌年３月３１日までの１年間について，年度報告

書の放射性液体廃棄物の放出量の報告値を用いて行う。 
 

（２） 海水中における核種の濃度 
各核種の海水中の濃度は，５号炉及び６号炉で１年間に放出した核種の放出量を，

５号炉及び６号炉の総希釈水量で除した濃度（第３表）とする。 
 
（３） 実効線量の計算方法 

a.地下水バイパスによる実効線量計算方法 
 実効線量の計算は，「福島第一原子力発電所特定原子力施設に係る実施計画」に

示された「放射性液体廃棄物等による線量評価」に準ずる。 
具体的には，各バッチの放射能濃度と周辺監視区域外の水中の濃度限度の比を

求め，さらに，各バッチの排水状況を考慮して，１年間の実効線量を計算する。 
 
b.サブドレンによる実効線量計算方法 
実効線量の計算は，「福島第一原子力発電所特定原子力施設に係る実施計画」に

示された「放射性液体廃棄物等による線量評価」に準ずる。 
具体的には，３月間加重平均試料における，実施計画に定められた評価対象核

種の放射能濃度と周辺監視区域外の水中の濃度限度の比を求め，さらに，四半期

毎の排水状況を考慮して，１年間の実効線量を計算する。 
 
c.５・６号機滞留水の処理済水による実効線量計算方法 
 実効線量の計算は，「福島第一原子力発電所特定原子力施設に係る実施計画」に

示された「放射性液体廃棄物等による線量評価」に準ずる。 
具体的には，各バッチの放射能濃度と周辺監視区域外の水中の濃度限度の比を

求め，さらに，各バッチの散水状況を考慮して，１年間の実効線量を計算する。 
 

d.堰内雨水による実効線量計算方法 
 実効線量の計算は，「福島第一原子力発電所特定原子力施設に係る実施計画」に

示された「放射性液体廃棄物等による線量評価」に準ずる。 
具体的には，各バッチの放射能濃度と周辺監視区域外の水中の濃度限度の比を

求め，さらに，各バッチの散水状況を考慮して，１年間の実効線量を計算する。 
 



３．放射性気体廃棄物による実効線量計算結果 

 

項   目 線量評価結果 

放射性希ガスによる 

実効線量 

周辺監視区域外 

における最大線量 
※1  μSv／年 

線量目標値評価地点 

における最大線量 
※1  μSv／年 

粒子状物質による 

実効線量 

周辺監視区域外 

における最大線量※2 
＜1  μSv／年 

線量目標値評価地点 

における最大線量 
＜1  μSv／年 

放射性よう素による 

実効線量 

線量目標値評価地点 

における最大線量 
※3  μSv／年 

合 計 
線量目標値評価地点 

における最大線量 
＜1  μSv／年 

※1 放射性希ガスの放出量は，検出限界未満である。 

※2 実効線量の計算方法（５）計算地点に示すように，計算地点は敷地境界とする。 

※3 放射性よう素の放出量は，検出限界未満である。 



第１表 放射性気体廃棄物の年平均放出率※1 

 
 

希ガス平均放出率 

(Bq/y) 

131I 平均放出率 

(Bq/y) 

133I 平均放出率 

(Bq/y) 

粒子状物質平均放出率 

(Bq/y) 

５，６号炉共用排気

筒 
ND ND ND ND 

焼却炉建屋排気筒 － ND ND ND 

大型機器除染設備

排気口 

及び 

汚染拡大防止ハウ

ス排気口 

－ － － 4.4×104 

使用済燃料共用プ

ール排気口 
ND ND ND ND 

増設焼却炉建屋排

気筒 
－ ND ND ND 

油処理装置排気口 － － － 1.3×103 

分析・研究施設第１

棟排気口 
－ － － ND 

固体廃棄物貯蔵庫

第９棟排気口 
－ － － ND 

合計※2 ND ND ND 4.5×104 

※1 放出放射能濃度が検出限界未満の場合は NDと表示。 

※2 排気筒別内訳に示す排気筒の合計を示す。 

なお，その他東日本大震災の影響により排気口又は排気監視設備で測定できない箇所

については，各号炉からの追加的放出量を測定し，１～４号炉の放出量の合計は，年

間約 10 億 Bq 未満と評価している。 

 



 

第２表 風向別大気安定度別風速逆数の総和 

単位：s/m 

風向 風下方向 
大 気 安 定 度 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ 

Ｎ Ｓ 1.30 29.73 19.65 81.60 2.50 42.36 

ＮＮＥ ＳＳＷ 0.63 32.44 31.30 56.74 3.39 20.25 

ＮＥ ＳＷ 1.08 54.78 16.01 25.54 0.59 4.85 

ＥＮＥ ＷＳＷ 1.36 60.91 5.01 36.87 0.35 13.44 

Ｅ Ｗ 1.20 85.73 2.52 29.34 0.00 9.40 

ＥＳＥ ＷＮＷ 3.05 43.69 5.28 20.24 0.00 17.67 

ＳＥ ＮＷ 2.61 75.20 21.61 28.80 1.76 8.61 

ＳＳＥ ＮＮＷ 0.53 40.24 55.19 107.18 5.91 29.88 

Ｓ Ｎ 0.00 25.43 17.53 137.06 16.89 66.08 

ＳＳＷ ＮＮＥ 0.83 15.80 6.11 92.16 16.03 76.26 

ＳＷ ＮＥ 0.00 16.75 3.78 95.41 12.24 82.51 

ＷＳＷ ＥＮＥ 0.67 10.29 7.48 109.01 18.84 120.61 

Ｗ Ｅ 0.72 21.25 19.02 163.47 28.74 255.08 

ＷＮＷ ＥＳＥ 0.00 30.88 19.84 226.49 44.84 249.68 

ＮＷ ＳＥ 0.00 41.86 31.09 337.33 58.26 139.41 

ＮＮＷ ＳＳＥ 0.00 39.30 17.53 221.39 18.49 72.63 

観測地点：標高 46m 



４．放射性液体廃棄物の実効線量計算結果 

a. ５号炉及び６号炉による実効線量計算結果 
 １年間に放射性液体廃棄物の放出実績はなかった。 

 
第３表 液体廃棄物の年間平均排水口濃度 

  

 ５号炉排水口 ６号炉排水口 

放出実績なし 放出実績なし 

核種 濃度(Bq／cm3)※1 濃度(Bq／cm3)※1 

51Cr 放出実績なし 放出実績なし 
54Mn 放出実績なし 放出実績なし 
59Fe 放出実績なし 放出実績なし 
58Co 放出実績なし 放出実績なし 
60Co 放出実績なし 放出実績なし 
131I 放出実績なし 放出実績なし 
134Cs 放出実績なし 放出実績なし 
137Cs 放出実績なし 放出実績なし 
89Sr 放出実績なし 放出実績なし 
90Sr 放出実績なし 放出実績なし 
3H 放出実績なし 放出実績なし 

※1 放出放射能濃度が検出限界未満の場合は NDと表示。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



b. 地下水バイパスによる実効線量計算結果 
 １年間に排水された核種はトリチウムのみであり，１年間の実効線量は，＜１μＳ

ｖ／年であった。 
 

第４表 地下水バイパスによる実効線量の計算 

期間 実際の排水状況を考慮した 
計算結果（ｍＳｖ） 

第１四半期 ４．７５×１０－５ 

第２四半期 ３．８５×１０－５ 

第３四半期 ３．５０×１０－５ 

第４四半期 ３．１４×１０－５ 

年間※ １．５２×１０－４ 

※ 年間の計算値は，各四半期の値を丸めずに合計しているため，必ずしも表中

の各四半期の合計と一致しない。 
 
 ＜参考：計算式＞ 
  ○各バッチの計算結果＝１日×各バッチの放射能濃度／告示濃度限度 
   

○各四半期の計算結果＝ 
四半期における各バッチの計算結果の合計／四半期の日数×１／４ 

 



c.サブドレンによる実効線量計算結果 
１年間に排水された核種は，ストロンチウム９０とトリチウムであり，１年間の実

効線量は，１１４μＳｖ／年であった。 
 

第５表 サブドレンによる実効線量の計算 

期間 実際の排水状況を考慮した 
計算結果（ｍＳｖ） 

第１四半期 ３．１４×１０－２ 

第２四半期 ３．２８×１０－２ 

第３四半期 ３．１３×１０－２ 

第４四半期 １．８６×１０－２ 

年間※ １．１４×１０－１ 

※ 年間の計算値は，各四半期の値を丸めずに合計しているため，必ずしも表中

の各四半期の合計と一致しない。 
 
＜参考：計算式＞ 
○四半期毎の計算結果＝ 
（３月間加重平均試料の告示濃度限度比の和）× 

（四半期の排水実績日数／四半期の日数）×１／４ 
 
 



d.５・６号機滞留水の処理済水による実効線量計算結果 
  全ての四半期において散水の実績があり，１年間の実効線量は，５．７μＳ

ｖ／年であった。 
 

第６表 ５・６号機滞留水の処理済水による実効線量の計算 

期間 実際の散水状況を考慮した 
計算結果（ｍＳｖ） 

第１四半期 １．９７×１０－３ 

第２四半期 ３．１５×１０－３ 

第３四半期 ６．２０×１０－４ 

第４四半期 ※1 

年間※ ５．７４×１０－３ 

※ 年間の計算値は，各四半期の値を丸めずに合計しているため，必ずしも表中

の各四半期の合計と一致しない。 
 
※1 ５・６号機滞留水の第４四半期の放出量は，検出限界未満である。 
 
 ＜参考：計算式＞ 
  ○各バッチの計算結果＝１日×各バッチの放射能濃度／告示濃度限度 
   

○四半期の計算結果＝ 
四半期における各バッチの計算結果の合計／四半期の日数×１／４ 

 
 
 



e. 堰内雨水による実効計算評価 
全ての四半期において散水の実績があり，１年間の実効線量は，５．５μＳｖ

／年であった。 
 

第７表 堰内雨水による実効線量の計算 

期間 実際の散水状況を考慮した 
計算結果（ｍＳｖ） 

第１四半期 １．９０×１０－３ 

第２四半期 １．７１×１０－３ 

第３四半期 １．６７×１０－３ 

第４四半期 ２．３７×１０－４ 

年間※ ５．５２×１０－３ 

※ 年間の計算値は，各四半期の値を丸めずに合計しているため，必ずしも表中

の各四半期の合計と一致しない。 
 
＜参考：計算式＞ 
  ○各バッチの計算結果＝１日×各バッチの放射能濃度／告示濃度限度 
   

○四半期の計算結果＝ 
四半期における各バッチの計算結果の合計／四半期の日数×１／４ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 



 
第８表 1,２号炉共用排気筒から敷地境界までの距離 

 
計算地点の 

方位 
1,２号炉共用排気筒から 
敷地境界までの距離（ｍ） 

S １，３４０ 
SSW １，１００ 
SW １，０４０ 

WSW １，２７０ 
W １，２７０ 

WNW １，１７０ 
NW ９５０ 

NNW １，８７０ 
N １，９３０ 

 

 

第１図 実効線量計算地点図 

 
 
 
 

 


